
 

平成19年３月期 第１四半期財務・業績の概況(個別) 
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上場会社名 株式会社クロップス (コード番号：9428名証セントレックス)
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 代表者役職・氏名 代表取締役社長 前田博史  

問合せ先 責任者役職・氏名 取締役管理部門担当 小林正明 (TEL：(052)588－5640) 

 

１. 四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：有 
（内容）法人税等の計上基準は簡便的な方法を採用しております。 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：無 
 

 

２. 平成19年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成18年４月１日～平成18年６月30日） 
 (1) 経営成績の進捗状況 （百万円未満切捨）
 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成19年３月期第１四半期 2,349 (17.5) 132 (33.4) 147 (34.3) 74 (19.1)

平成18年３月期第１四半期 1,999 ( －) 99 ( －) 109 ( －) 62 ( －)

（参考）平成18年３月期 9,648 498 481 250 

 

 
１株当たり四半期
(当期)純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期
(当期)純利益 

円 銭 円 銭

平成19年３月期第１四半期 7 32 6 92 

平成18年３月期第１四半期 13 29 － － 

（参考）平成18年３月期 25 32 24 09 

(注)1.売上高には消費税等は含まれておりません。 

   2.売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年四半期増減率を示しております。 

3.前年同四半期のパーセント表示については、前々年に四半期決算を行っていないため、記載しておりませ

ん。 

   4.当第１四半期の財務諸表等については、名古屋証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開

示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に

基づく中央青山監査法人の四半期財務諸表に対する手続きを受けております。 

     
 
 (2) 財政状態の変動状況 （百万円未満切捨）
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成19年３月期第１四半期 3,177 1,372 43.2 135 05

平成18年３月期第１四半期 2,495 735 29.5 156 51

（参考）平成18年３月期 3,792 1,331 35.1 131 10

 

【参考】 平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中間期 4,740 190 93 

通期 10,850 510 270 

(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期) 26円57銭 
※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定
な要素を含んでおります。実際の実績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があり
ます。 
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１．四半期貸借対照表 

 

  当第１四半期会計期間末 前第１四半期会計期間末 増減 
前事業年度 

要約貸借対照表 

  (平成18年６月30日) (平成17年６月30日)  (平成18年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 金額(千円) 

構成比

(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金及び預金  284,231 236,160 459,121 

 ２ 売掛金  674,784 579,573 1,153,186 

 ３ たな卸資産  738,546 454,287 674,723 

 ４ 繰延税金資産  36,735 32,207 36,735 

 ５ その他  54,707 44,670 174,136 

   貸倒引当金  △1,605 △3,752 △1,114 

   流動資産合計  1,787,400 56.3 1,343,147 53.8 444,252 2,496,788 65.8

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１  

  (1) 建物  389,805 359,174 383,958 

  (2) 土地  251,207 143,242 182,068 

  (3) その他  107,791 84,846 87,226 

   有形固定資産合計  748,803 23.6 587,263 23.5 161,540 653,253 17.2

 ２ 無形固定資産  16,546 0.5 16,075 0.7 471 16,801 0.5

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券  213,860 133,640 245,776 

  (2) 関係会社株式  213,757 213,757 213,757 

  (3) その他  196,840 201,723 165,707 

   投資その他の資産 

   合計 
 624,457 19.6 549,120 22.0 75,336 625,240 16.5

   固定資産合計  1,389,808 43.7 1,152,458 46.2 237,349 1,295,295 34.2

   資産合計  3,177,209 100.0 2,495,606 100.0 681,602 3,792,083 100.0
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  当第１四半期会計期間末 前第１四半期会計期間末 増減 

前事業年度 

要約貸借対照表 

  (平成18年６月30日) (平成17年６月30日)  (平成18年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額（千円） 金額(千円) 

構成比

(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

 １ 買掛金  777,239 363,631 1,011,744 

 ２ 短期借入金  － 250,000 400,000 

 ３ 一年以内返済予定の 

長期借入金 
 238,273 332,378 213,366 

 ４ 未払法人税等  57,498 41,919 82,630 

 ５ 賞与引当金  40,170 28,574 60,408 

 ６ その他  307,126 250,533 311,876 

   流動負債合計  1,420,308 44.7 1,267,036 50.8 153,271 2,080,026 54.9

Ⅱ 固定負債   

 １ 長期借入金  362,212 481,695 344,626 

 ２ 繰延税金負債  21,430 10,188 34,372 

 ３ その他  1,080 1,080 1,080 

   固定負債合計  384,722 12.1 492,963 19.7 △108,240 380,078 10.0

   負債合計  1,805,030 56.8 1,759,999 70.5 45,030 2,460,104 64.9

    (資本の部)   

Ⅰ 資本金  － － 85,887 3.4 231,427 6.1

Ⅱ 資本剰余金   

 １ 資本準備金  － － 66,018 291,548 

   資本剰余金合計  － － 66,018 2.7 － 291,548 7.7

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 利益準備金  － － 10,000 10,000 

 ２ 任意積立金  － － 82,999 82,999 

 ３ 四半期(当期)未処分 

利益 
 － － 477,663 665,560 

   利益剰余金合計  － － 570,663 22.9 － 758,560 20.0

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金 
 － － 13,038 0.5 － 50,443 1.3

   資本合計  － － 735,607 29.5 － 1,331,979 35.1

   負債及び資本合計  － － 2,495,606 100.0 － 3,792,083 100.0
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  当第１四半期会計期間末 前第１四半期会計期間末 増減 
前事業年度 

要約貸借対照表 

  (平成18年６月30日) (平成17年６月30日)  (平成18年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 金額(千円) 

構成比

(％)

   (純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

 １ 資本金  231,427 7.3 － － － －

 ２ 資本剰余金   

  (1)資本準備金  291,548 － － 

   資本剰余金合計  291,548 9.2 － － － －

 ３ 利益剰余金   

  (1)利益準備金  10,000 － － － 

  (2)その他利益剰余金   

    任意積立金  81,763 － － 

    繰越利益剰余金  725,970 － － 

   利益剰余金合計  817,733 25.7 － － － －

   株主資本合計  1,340,709 42.2 － － － － －

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券評価 

差額金 
 31,469 － － － － －

   評価・換算差額等合計  31,469 1.0 － － － － －

   純資産合計  1,372,178 43.2 － － － － －

   負債純資産合計  3,177,209 100.0 － － － － －
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２．四半期損益計算書 

 

  当第１四半期会計期間 前第１四半期会計期間 増減 
前事業年度 

要約損益計算書 

  
(自 平成18年４月１日

至 平成18年６月30日)

(自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日)

 

 

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 金額(千円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高  2,349,717 100.0 1,999,785 100.0 349,932 9,648,898 100.0

Ⅱ 売上原価  1,773,056 75.5 1,504,851 75.3 268,205 7,472,230 77.4

   売上総利益  576,660 24.5 494,933 24.7 81,727 2,176,668 22.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費  443,677 18.8 395,261 19.7 48,416 1,677,737 17.4

   営業利益  132,983 5.7 99,672 5.0 33,310 498,931 5.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 16,778 0.7 15,154 0.7 1,624 21,469 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 2,064 0.1 4,868 0.2 △2,804 38,895 0.4

   経常利益  147,697 6.3 109,958 5.5 37,739 481,504 5.0

Ⅵ 特別利益  － － 893 0.0 △893 11,515 0.1

Ⅶ 特別損失 ※３ 3,350 0.1 5,275 0.2 △1,925 100,931 1.0

   税引前四半期(当期) 

   純利益 
 144,346 6.2 105,576 5.3 38,770 392,088 4.1

   法人税、住民税 

   及び事業税 
※４ 69,933 3.0 43,080 2.2 26,853 141,695 1.5

   四半期(当期) 

   純利益 
 74,413 3.2 62,496 3.1 11,917 250,393 2.6

   

 

 

 

― 25 ― 



 
 

四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 
項目 
 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)有価証券 

(イ)子会社株式 

移動平均法による

原価法 

(ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

第１四半期会計

期間末日の市場

価格等に基づく

時価法（評価差

額は、全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は、移動平均法

により算出して

おります。） 

時価のないもの 

移動平均法によ

る原価法 

(１)有価証券 

(イ)子会社株式 

同左 

 

(ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(１)有価証券 

(イ)子会社株式 

同左 

 

(ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場

価格等に基づく

時価法（評価差

額は、全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は、移動平均法

により算出して

おります。） 

 

時価のないもの 

同左 

 

 

(２)デリバティブ取引に

より生じる正味の債

権及び債務 

時価法 

(２)デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権及

び債務 

同左 

(２)デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権及

び債務 

同左 

 (３)たな卸資産 

商品 

総平均法による

原価法 

 

(３)たな卸資産 

商品 

同左 

 

(３)たな卸資産 

商品 

同左 

 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年

４月１日以降取得

した建物（建物附

属設備は除く）に

ついては定額法。

なお、耐用年数に

ついては法人税法

に規定する方法と

同一の基準によっ

ております。 

 

(１)有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)有形固定資産 

同左 
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項目 
 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウ

ェア（自社利用

分）については、

社内における利用

可能期間（５年）

に基づく定額法。

なお、耐用年数に

ついては法人税法

に規定する方法と

同一の基準によっ

ております。 

(３)長期前払費用 

均等償却 

なお、償却期間に

ついては法人税法

に規定する方法と

同一の基準によっ

ております。 

 

(２)無形固定資産 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)長期前払費用 

同左 

 

(２)無形固定資産 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)長期前払費用 

同左 

 

３ 引当金の計上

基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権について

は貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権

等特定の債権につ

いては、個別に回

収 可 能 性 を 検 討

し、回収不能見込

額を計上しており

ます。 

(１)貸倒引当金 

   同左 

(１)貸倒引当金 

   同左 

 

 

 

 

 

(２)賞与引当金 

従業員に対して支給

する賞与の支出に充

てるため、支給見込

額に基づき当第１四

半期負担額を計上し

ております。 

 

(２)賞与引当金 

同左 

(２)賞与引当金 

従業員に対して支給

する賞与の支出に充

てるため、支給見込

額に基づき当期負担

額を計上しておりま

す。 
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項目 
 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処

理方法 

 

 

 

 

 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについ

て特例処理を採用し

ております。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段…金利ス

ワップ取引 

ヘッジ対象…借入金

利息 

(１)ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(１)ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)ヘッジ方針 

借入金の金利変動リ

スクを回避する目的

で金利スワップ取引

を行っております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方

法 

金利スワップの特例

処理の要件を満たし

ておりますので、有

効性の評価を省略し 

ております。 

 

(３)ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

(４)ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(３)ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

(４)ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

６ その他財務諸

表作成のため

の基本となる

重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

関する会計基準) 

当第１四半期会計期間より「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は1,372,178千円

です。 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６

号）が平成17年４月１日以後に開

始する事業年度から適用されるこ

ととなったことに伴い、当第１四

半期から同会計基準及び同適用指

針を適用しております。 

  なお、この変更に伴う損益に与

える影響はありません。 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６

号）が平成17年４月１日以後に開

始する事業年度から適用されるこ

ととなったことに伴い、当事業年

度から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。 

なお、この変更に伴う損益に与

える影響はありません。 
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注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

 

当第１四半期会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前第１四半期会計期間末 
(平成17年６月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      301,986千円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      303,465千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      291,147千円 

 

 (四半期損益計算書関係) 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主なもの 

    受取配当金  13,685千円 

 

※１ 営業外収益のうち主なもの 

    受取配当金  13,307千円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

    受取配当金  13,682千円

 

※２ 営業外費用のうち主なもの 

    支払利息   1,993千円 

 

 

※２ 営業外費用のうち主なもの 

    支払利息   2,600千円 

    株式公開費用 2,200千円 

 

※２ 営業外費用のうち主なもの 

    支払利息    8,295千円

    株式公開費用 19,408千円

 

※３ 特別損失のうち主なもの 

    固定資産除却損 3,350千円 

 

※３ 特別損失のうち主なもの 

    固定資産除却損 5,275千円

 

※３ 特別損失のうち主なもの 

    固定資産除却損 17,709千円

 

※４ 法人税等の取扱い 

    第１四半期における税金費

用は簡便法により算出して

おり、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業

税」に含めております。  

 

※４ 法人税等の取扱い 

    同左  

※４ － 

 

５ 減価償却実施額 

    有形固定資産 12,705千円 

    無形固定資産   254千円 

 

５ 減価償却実施額 

    有形固定資産 11,168千円

    無形固定資産   183千円

 

５ 減価償却実施額 

    有形固定資産 47,600千円

    無形固定資産   771千円

 
 
 

 

(リース取引関係) 

当第１四半期（自平成18年４月1日 至平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

前第１四半期（自平成17年４月1日 至平成17年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自平成17年４月1日 至平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 
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 (有価証券関係) 

当第１四半期（平成18年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

前第１四半期（平成17年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 135円05銭

 

１株当たり純資産額 156円51銭

 

１株当たり純資産額 131円10銭

 

１株当たり四半期純利益 7円32銭

 

１株当たり四半期純利益 13円29銭

 

１株当たり当期純利益 25円32銭

 
潜在株式調整後１株当 

たり四半期純利益     6円92銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、平成17年11月21日付で１株

につき２株の割合をもって株式分割

を行っております。 

当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前第1四半期会計期

間における１株当たり情報について

は、以下のとおりであります。 

 

前第１四半期会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 
    78円25銭 

１株当たり四半期純利益 
     6円64銭 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益 
          － 
 

潜在株式調整後１株当 

たり四半期純利益       －

 

なお、潜在株式調整後１株当たり第

１四半期純利益については、新株予

約権の残高はありますが、当社は非

上場であり、かつ店頭登録もしてい

ないため期中平均株価が把握できま

せんので記載しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

潜在株式調整後１株当   

たり当期純利益     24円09銭

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、平成17年11月21日付で１株

につき２株の割合をもって株式分割

を行っております。 

当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報については、以下の

とおりであります。 

 

前 事 業 年 度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 
    71円72銭 

１株当たり当期純利益 
    25円74銭 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益 
          － 
 

(注) １株当たり四半期(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 当第１四半期会計期間 前第１四半期会計期間 前事業年度 

損益計算書上の第１四半期（当期）純利益
（千円） 

74,413 62,496 250,393

普通株式に係る第１四半期（当期）純利益
（千円） 

74,413 62,496 250,393

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,160 4,700 9,887

第１四半期（当期）純利益調整額（千円） － － －

潜在株式調整後１株当たり第１四半期（当
期）純利益の算定に用いられた普通株式増
加数の主要な内訳（千株） 
 新株予約権 

593 － 595

普通株式増加数 593 － 595

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり第１四半期（当期）純利益の
算定に含まれなかった潜在株式の概要 

－
新株予約権（新株予
約権の数  341,500
個） 

－
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(重要な後発事象)  

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 

 

当社株式は、平成17年８月11日に

株式会社名古屋証券取引所セントレ

ックス市場へ上場いたしました。上

場に当り、平成17年７月12日及び平

成17年７月22日開催の取締役会にお

いて、下記のとおり新株式の発行を

決議し、平成17年８月10日に払込が

完了いたしました。 

 この結果、同日付で資本金は

231,427千円、発行済株式総数は

5,080,000株となっております。 

 

① 募集方法       

一般募集（ブックビルディン

グ方式による募集） 

② 発行する株式の種類及び数 

普通株式   380,000株 

③ 発行価格       

１株につき1,050円 

一般募集はこの価格にて行い

ました。 

④ 引受価額       

976円50銭 

この価額は当社が引受人より

１株当たりの新株式払込金と

して受取った金額でありま

す。 

なお、発行価格と引受価額と

の差額の総額は、引受人の手

取金となります。 

⑤ 発行価額      

   １株につき765円（資本組入

額383円） 

⑥ 発行価額の総額 

290,700千円 

⑦ 払込金額の総額 

371,070千円 

⑧ 資本組入額の総額 

145,540千円 

⑨ 払込期日 

平成17年８月10日 

⑩ 配当起算日 

平成17年４月１日 

⑪ 資金の使途 

財務体質を健全にするため、

借入金の返済及び運転資金に

充当する予定であります。 
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